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精神障害者の遠隔地からの退院支援（支援の流れ） 

 

１ 目 的 

  精神障害のある人で、さまざまな事情により、生活していた場所から離れた場所で入院

を余儀なくされる人のうち、以前生活していた地域への退院を希望する人への支援のため

に、遠隔地に入院されている精神障害者の退院支援について、役割や流れについて整理す

る。 

 

２ 用語等の整理 

① 遠隔地：障害保健福祉圏域外をさす 

② 支援対象者：長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１

年以上の入院者を中心（厚生労働省が示す地域移行支援の対象者の定義）とし、退院先

が障害保健福祉圏域外であるもの。 

③ 協議会：地域移行支援事業の地域移行支援協議会を指す。障害福祉圏域ごとに地域移行

支援事業を委託された事業所が、圏域内の病院の看護師、精神保健福祉士や障害福祉サ

ービス事業者、障害保健福祉行政担当者、家族、当事者等を集め、情報交換や困難事例

解決に向けた検討、普及啓発活動の企画等を行う。 

④ 協議会事務局：地域移行事業を受託している事業所。 

⑤ 入院医療機関：現在対象者が入院している医療機関 

⑥ 受入医療機関：支援対象者が生活を行う予定地域の転院又は通院先医療機関 

⑦ 退院支援事業所：現在、支援対象者が入院している地域を支援している事業所 

⑧ 受入支援事業所：支援対象者が生活を行う予定地域を支援している事業所 

⑨ 地域移行支援サービス：指定一般相談支援事業所が実施するサービス。精神科病院に入

院している精神障害のある人について、住居の確保そのほかの地域における生活に移行

するための活動に関する相談等を行う。 

⑩ 地域定着支援サービス：指定一般相談支援事業所が実施するサービス。居宅において単

身等の状況で生活する障害のある人について、当該障害者との常時の連絡体制を確保し、

障害特性に起因して生じた緊急の事態などに相談等の便宜を供与すること。 

 

  

参考２－２ 
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３ 遠隔地退院支援事業の流れ 

      

      

  

  

 

  

○入院医療機関より、地域移行支援サービスの申請の意思があ 

ることを、事前に市町村に連絡しておく。 

⑥入院医療機関よ

り、市役所に地域移

行支援サービス利

用について連絡 

○参加者は 病院（入院医療機関を含む）、行政（市町村・保健

所・MHC・県障害福祉課）、地域の施設・事業所。 

○④で、本人や病院の意向を確認してはいるが、協議会を通す

ことで正式な事業実施の決定となる。 

○計画相談支援と地域移行支援については、別の事業所になる

可能性有  

 

 

⑤入院医療機関の

ある圏域の地域移

行支援協議会にて、

入院医療機関の意

向確認・退院支援事

業所の選定 

圏域連携コーディネーターが、入院医療機関に赴き、本人と

面接。退院についての希望の確認や事業の説明等行う。また、

主治医への確認を行う。 

 

④入院医療機関の

PSW 等と圏域連携コ

ーディネーターが

事業対象候補者と

面接 

上記①の情報（公表を了承いただいたもののみ）を活用し、

入院医療機関のある圏域コーディネーターが入院医療機関と協

議会に諮る前の打ち合わせ。 

この打ち合わせで、具体的な対象者の名前を圏域連携コーディ

ネーターは把握する。 

③入院医療機関と

圏域連携コーディ

ネーターとの打ち

合わせ 

県内精神科病院に対するアンケート調査を実施 

ア 支援対象者の有無の確認 

イ 退院支援事業（仮称）への協力の可否について確認 

 

①、② 

支援対象者の把握 
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≪⑤～⑨は同時進行の可能性高い≫ 

≪⑨～⑫は通常の地域移行支援サービスの申請を説明している≫ 

  

  

 

  

 

 

 

 

○サービス等利用計画を作成する相談支援事業所を選ぶ。 

※最初に協議会で調整しているが、書類上はここで決定となる。  

○サービス等利用計画（案）を作成して 市に提出。  

 

⑪サービス利用計

画の策定 

○市町村より認定調査が行われる。 

 

⑩認定調査 

○本人が、地域移行支援サービスの申請を行う。 

支援事業所は、受入支援事業所と想定するが、本人の申請のた 

め、変更になることも考えられる。 

 

 

⑨地域移行支援サ

ービス（個別給付）

の申請 

○参加者は病院（入院医療機関を含む）、行政（市町村・保健所・ 

MHC・県障害福祉課）、地域の施設・事業所、入院医療機関の 

ある圏域の圏域連携コーディネーター等 

○計画相談支援と地域移行支援については、別の事業所になる 

可能性有  

 
 

⑧受入医療機関の

ある圏域の地域移

行支援協議会にて、

病院の意向確認・退

院支援事業所選定 

○受入医療機関のある圏域の圏域連携コーディネーターは、連

絡のあった後、事業利用者の転院先の調整に入る。 

○①のアンケートで、協力すると回答した管内の病院に、転院

について打診をする。 

 

⑦圏域連携コーデ

ィネーター同士に

よる事前に打ち合

わせ 

⑫（入院医療機関管

轄）地域移行支援協

議会に圏域の圏域

連携コーディネー

ター（受入医療機関

管轄）が参加 

○地域移行支援協議会に受入医療機関がある圏域の圏域連携コ

ーディネーターが、入院医療機関管轄の地域移行支援協議会に

参加することで情報の共有をする。 

○入院医療機関のある圏域のコーディネーターが、受入医療機

関のある圏域にいくこともあり得る。 
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○両協議会の事務局、退院支援事業所と受入支援事業所、入院

医療機関、受入医療機関とご本人で具体的な退院に向けての話

し合い。  

≪事業として、旅費の補助を予定（受入医療機関のある圏域の

協議会を通して支出）≫ 

 

⑲第３回支援会議

の開催 

入院医療機関から受入医療機関へ転院 ⑱支援開始(転院) 

○両協議会の事務局、退院支援事業所と受入支援事業所、入院

医療機関、受入医療機関とご本人で具体的な退院に向けての話

し合い。  

≪事業として、旅費の補助（入院医療機関のある圏域の協議会

を通して支出）≫ 

 

⑰第２回支援会議

の開催 

○退院支援事業所において、入院医療機関の協力を得ながら地

域移行支援サービスを実施 

※そのまま退院になる場合もある 

⑯支援開始(入院

元) 

○通常の地域移行支援サービスを利用時に必要な会議 

○出席者は、本人、入院医療機関 PSW 等、指定相談支援事業所 

 

⑮サービス担当者

会議 

○両協議会の事務局、退院支援事業所と受入支援事業所、入院

医療機関、受入医療機関とご本人で具体的な退院に向けての話

し合い。  

※地域移行支援の支給決定前に会議を開催することもあり得

る。  

※事前に関係者が会い、本人と知り合うことで本人の転院の負

担の軽減を図り、かつ情報の共有を図る。  

≪事業として、旅費の補助（入院医療機関のある圏域の協議会

を通して支出）≫ 

 

⑭第１回支援会議

の開催 

○市町村よりサービスの支給決定がされる。 ⑬支給決定 
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○退院後は、受入支援事業所において、地域定着支援サービスを

実施 

25、退院 

○受入支援事業所において、受入医療機関の協力を得ながら、

体験宿泊や日中活動の場への体験参加などの地域移行支援サー

ビスを実施 

24、支援開始(体験) 

○通常の地域移行支援サービスを利用時に必要な会議 

○出席者は、本人、入院医療機関 PSW 等、指定相談支援事業所 

 

23、サービス担当者

会議 

○受入支援事業所が本人と面接し、受入医療機関の圏域でのサ 

ービス等利用計画（案）を作成し、市に提出。  

 

22、入医療機関の圏

域でのサービス等

利用計画（案）の作

成 

○本人が、地域移行支援サービス事業所の変更の申請を行う。 

支援事業所は、受入支援事業所と想定するが、本人の申請のた 

め、変更になることも考えられる。 

 

21、地域移行支援サ

ービス（個別給付）

の事業者の変更申

請 

○転院先である受入医療機関に、受入支援事業所が赴き本人と

面接 

⑳受入医療機関に

て、受入支援事業所

が本人と面接 


